



















































































































































































































































































止するということを約束するわけです。それに違反して A 国が B 国に




勢力均衡政策の下で B 国は A 国から攻撃を受けそうだと，どうも負け

















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































PKO の要員を出すことでその PKO に対して国連の側から必要経費とい
う形で手当が付きますので，そういったものがその国の収入になると
いったような考慮もあるということが言われました。ただ他方で，やは
りその武器であるとか訓練であるといった点が必ずしも十分ではないの
で，その意味で PKO 活動の実効性が十分でない，あるいは不必要な被
害が発生する，そのようなリスクもあるだろうとは思います。そういう
意味で，出して欲しい先進国が出してくれない，やむを得ず途上国がそ
の尻拭いをしているみたいなところもあるように思います。
そういう意味でも，PKO を国際社会の公益であると考えるのならば，
自国の国益との直結関係だけで判断すべきではないということになりま
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す。でも，そこでは，先程自衛隊の例でも言いましたけども，内戦に派
遣される PKO にはどうしても死傷者が発生しやすいということになる
と，それを国民一般がどこまで受け入れる用意，姿勢ができているかと
いうことと相関的に決まるということで，その意味では短期的な解決策
はないわけです。そういうジレンマに置かれているところで，四苦八苦
して要員を確保しようとしている。他方で，国際社会全体としては，公
益という観点で，最低限の内戦状況には対応することに向けて取り組ん
でいる，そういう状況が現状なのではないかということです。
〇日本の常任理事国入りは国際平和につながるのか
【学生（２年）】PKO には少し関係ないのかもしれませんが，以前日本
が常任理事国入りを目指しているというニュースを聞いたのですけれど
も，これは国際平和につながるのでしょうか。また，常任理事国入りに
ついては，どんな課題があるのでしょうか。お願いします。
【佐藤】はい，ありがとうございます。日本にとっては，とても重要な
問題です。日本が参加することによって，国連の活動にどのようなプラ
スがあるかということでしょうかね。国連の立場に立って，国連のある
べき姿というものを考えてみますと，国連は今日お話した国際公益を象
徴する存在であり，機関であるという立場に立ちますと，それは国際社
会のすべての国のプラスになるわけだから，それはすべての国によって
支えて欲しいというわけです。一方的に受け取るだけというのは，いわ
ばフリーライダーというわけです。もらうだけで貢献しないじゃないか，
ということにもなりかねないわけです。そういう意味では，すべての国
に貢献してもらってはじめて，社会全体の公益というのが維持・促進で
きるというわけです。
そうすると，その時に，国際社会のすべての国といっても国々の間の
相違というのはとても大きいですよね。人口の点で，１3億の中国でも，
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太平洋の島国で数万人の国でも，皆一国一票制度のもとに国連に加盟国
として入っているわけですけど，その国々の間の相違というのはとても
大きいわけです。それを考えるならば，加盟国の相違によって，能力の
ある国には，その能力に応じて貢献して欲しいということになります。
能力というのは，人口でもあるし，経済力でもあるし，軍事力でもある
し，科学技術の力でもあるし，あるいは知恵の力でもある。そういった
ものに応じて，貢献して欲しいということになるのだろうと思います。
そういった観点から考えた時に，日本が国際社会でどういう地位を占
めるのかということと相関的に考えるべきだろうと思います。これは，
あくまで国連の立場に立った場合の話です。そうすると，日本は長いこ
と経済的に世界第二位の国で，現在第三位というわけです。OECD の加
盟国ということで示されるように，経済的にも先進国である。そういう
意味で，国際社会で常任理事国と並ぶ形で，リーダーシップを発揮する，
大きな貢献をして欲しい国だろうと思います。日本がそういうようなこ
とをしてくれないと，国連は十分な活動ができないということにもつな
がってくるだろうと思います。その意味で，重要な役割を果たして欲し
いというふうに国連の立場に立った時には言えるだろうと思います。
その上で，日本の場合は特に憲法９条があって自衛隊のあり方につい
て憲法改正が議論されているわけで，そういう日本の武力の行使に関わ
る問題についてどう考えるかということです。国連の立場に立つならば，
日本の自衛隊というのは国際社会でも優秀な軍隊であると考えられると
思います。その限りにおいては，その他の大きな軍隊を持っている国と
同じように，武力の行使の規制だとか侵略国の抑止だとかいろんな形で
の貢献をして欲しいというのはあるだろうと思います。
ただ，それを言った上で，日本の憲法９条が示すような基本的に武力
行使をしないというような立場が，どのような貢献をなしうるのかとい
うのは，日本政府の立場に立った時には，日本としては他の国にない貢
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献ができるのだというふうに今まで考えてきたと言ってよいと思います。
であるならば，それがどういう形で貢献できるのかということを，より
強くアピールし説得力を持つ形で説明していかないと，国連の立場から
は日本の軍隊というのは，かなり貢献できる能力じゃないですかと言わ
れることになるだろうと思います。そこをどう考えるのかは，日本の政
府・国民が考えて決める話だと思います。
ただ，今までの９条の解釈のあり方については，基本的には海外で自
衛隊は武力行使を一切しないという解釈で来ているわけですけれども，
海外で行う武力行使というのにも２つのカテゴリーがあるだろうと思い
ます。一つは国益の観点から，自国に利益になるような意味での，自国
が関わる武力紛争，外国との紛争を武力で解決するというような仕方の
武力の行使ですね。
もう一つは，今日お話してきているような国際公益という国際社会が
安保理の仕組みのもとで，国際公益として侵略国を撃退する。侵略国を
撃退するためには，撃退するための軍隊をどこかの国が提供してくれな
かったら，侵略国を撃退できずに侵略国はその侵略の果実を享受するこ
とになってしまう。イラクはクウェートを併合し，そこの石油資源など
を自由に利用することができる。イラクにいくら経済制裁を科しても，
クウェートから撤退するなんていうことはありえないわけです。だから
その場合には，経済制裁ではなくて，軍隊によるクウェートからのイラ
クの撃退という方法しかなかったのだろうと思います。それをする能力
があるのは軍隊を提供してくれる国でしかなかったわけです。だからあ
の時，日本はクウェートとの関係でかなりの額のお金を提供しましたけ
れども，軍隊を提供しなかったということで，クウェートからニューヨー
ク・タイムズなどに載せた感謝の言葉，声明のなかに日本の名前がなかっ
たということで，それが日本の外務省のトラウマになっているというこ
とで，ずっと今まできているわけですけれども，軍事力でしか解決でき
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ない問題というのは，国際社会には現実の問題としてあると思うのです
ね。
それを日本が担うかどうかはまた別問題でありますけれども，ただそ
の武力行使というものを海外のものは一切禁止するということにすると，
そこでは侵略的な側面，自国の利益のための武力行使というものと，国
際社会の公益のための武力行使というものを区別しない，それらをごっ
ちゃにしてしまうことになるわけです。ごっちゃにして，そういう意味
では国際社会では貢献しないということを踏まえた解釈であると言える
わけです。
それは見方を変えると，一国平和主義であると，自分のことだけ考え
ているのではないのかと，国際社会の秩序維持のためには皆が貢献しな
かったらダメでしょと，日本はフリーライダーなのですかと，こういう
批判が出てくると思うわけです。その批判を封じるためには，武力は提
供しないけれども，それ以外の知恵だとか経済力だとか，色んなところ
で穴埋めをしますということを言い，行って，それが十分説得力があっ
てはじめてできることだろうと思います。
それができているかは，皆さんの判断に委ねるところでありますけれ
ども，ただ私が言っておきたいのは，今日お話したように国際公益とい
うのは，私益と区別する形で，やっぱり不可欠であろうと。その意味で
国際公益としての武力行使があってはじめて確保できる公益というのも
ありますねと。それを見えないようにしてしまうのは，まずいじゃない
ですかというわけです。それを認識した上で，でも国際公益だとしても
武力行使には参加しないというのは一つの選択肢だと思います。ただそ
こはきちんと認識することが大切だと思います。それが，日本が関わる
というところで理解しておくべき点だということでしょうかね。ごめん
なさい，もう一つ，二番目に何か言ってましたよね？
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〇日本の常任理事国入りの課題
【学生（２年）】常任理事国入りについて…。
【佐藤】あ，常任理事国ですね。２００5年の段階で随分，日本政府は活発
に常任理事国の改革に参加して色々やったけれども，最終的にはやっ
ぱり上手くいかなかったというわけです。なかなか難しいと思います。
２００5年の時は随分，いろんな人が関わっていろんな知恵を振り絞って，
あそこまでやって駄目だったという意味では，かなり先行き見通しは暗
いと思います。
国連憲章の改正のためには，常任理事国すべての同意が必要だという
わけですから，中国やロシアの同意があってはじめて改正が可能だとい
うことになるわけです。そういう見通しが立つかというと，２００5年にあ
れだけやって駄目だったということであるならば，常任理事国を含む主
要な国々の間の国際関係がかなり根本的に変わらない限りは，難しいの
ではなかろうかと思っています。そういう意味で，憲章の改正という形
をとらずに，日本がもう少し関与できるような仕組みを考えていくしか
ないのかなと思っています。
【司会】時間が迫ってきていますが，まだまだ色々聞きたい方がいらっ
しゃると思います。先生，短く答えるということであと一問ぐらいどう
でしょうか。
〇世界が平和になるために必要な活動
【学生（２年）】戦争を当事者だけの問題としないとか，侵略国による
戦争を防ぐために，これまでいろんな対策をとって，より平和にするた
めにどうしたらいいかと国際連盟，国際連合が考えてきたと思うのです
けれども，これから世界がより平和になるために，どういった活動を国々
はすべきだと考えますか。よろしくお願いします。
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【佐藤】はい，ありがとうございます。それはとても根本的な話ですね。
基本的には，例えば，アフリカで起きている事件は，他人事だというふ
うに思わない，自分のものとして，場合によっては，ある程度犠牲を覚
悟して助けてあげよう，いずれこちらが助けられることもあるだろうし，
というような，国々の国民の間の広い意味での連帯感というものが，少
しずつ醸成されていくなかで，国家間の関係というのも，より平和的な
解決に委ねやすくなってくるのだと思います。
もちろん，そういう意味で一朝一夕に実現することではないけれども，
中長期的に考えた場合には，短期的にすぐに実現するこんな名案があり
ますみたいなものはなくて，むしろ国際社会全体で人々の間の連帯感と
いうものがだんだん醸成されていって，遠くの人々の問題に対してもあ
る程度支援をするというような考え方が広く共有されるようになってく
ることが，いろんな意味で国家間関係の問題の平和的解決につながって
くるのだろうと思います。
 【以上】
